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一GASB概念書第1号 とFASB概念 フレームワークの比較検討 一
1は じめに
本稿 の 目的は、 ア メ リカ政府会 計基準 審議会(GovermentalAccountingStandardsBoard、以下
"GASB"と略す)に よ
って 公表 され た概念 書第1号(以 下"GASB[1987]"と記す)の主 た る論 点 と論理
構成 を整理 ・検 討す るこ とに よ って、 ア メ リカ政 府会計 規制 の基 底 にあ る基本 的な考え方 を 明 らか
にす ることにあ る。 ちな みに、GASB[1987]でい う 「政府 」(govemment)とは 「州 および地 方政府機
関」(stateandlocalgovemmentalentity)をさす。 したが って、 同概 念書 で いう 「政府 会計」
(governmentalaccomting)は、 わが国 でい う 自治体会計 に相 当す る もので ある。本 稿で も、 同概念
書の以 上の よ うな用 語法 に したが って、 叙述 を進 め てい くこ とにす る。
次 節以下 での 論証 にお いて は、 ア メ リカ財務会 計基準 審議会(FinancialAccomtingStandards
Board、以下"FASB"と略 す)によ って公 表 され た概念 フ レー ム ワー ク、 と りわけFASB[1978]および
FASB[1980]との 比較 とい う手法 を とるこ とに した い(注1)。本題 に入 る まえ に、 かか る論証 手法 を と
る理 由につ いて、多 少な りと も立 ち入 った説 明を してお く必要が あ ろ う。 そこで、 節を改 めて、 ま
ず この問題 にふ れて お きたい と思 う。
II本 稿での論証手法とそのね らい
本稿 で上掲の ような論証 手法 を とる理 由は、次 の よ うな2つ の 背景事 情 に由来す る。
第1は 、GASBが、企 業会 計基準 の設定 にお いてFASBが有す るの と同等 の地位 と機能 を、政 府会計
基準 の設定 にお いて 有 してい る とい うこ とで あ る。GASBは、政府 会計基 準の設 定機 関 と して、前身
の全米 政府会計 委員 会(NationalCommitteeonGovernmentalAccounting)の機 能を 継承す るか たち
で・財 務会計財 団(FinancialAccountingFomdation)のもとに1984年に設立 された 。周知 の よ うに、
財務会 計財 団は、FASBの上部 組織 で もあ る。つ ま り、GASBは、財 務会計 財 団に よ って財政 的基盤 を
保証 され た民 間の基 準設定 機 関 とい う点で、FASBとま った く同等 の地位 と機能 を有 して い るの であ
る。 この意 味で 、GASBとFASBは、 ア メ リカ会計規 制制度 上の姉妹 組織 と評す るこ ともでき よ う。以
上の 背景事情 は、GASBとFASBとい う組織 レベ ルの制度 的 同等性 を示す もの であ る。
第2は 、GASB[1987]が、FASB概念 フ レー ム ワー クを構 成す る概 念書 と同等 の位 置づ けを有 した会
計プ ロナ ウ ンス メン トで あ るとい うこ とで ある。GASB[1987]は、 財務報 告 をめ ぐる諸 問題 を直接解
決す る ことを 目的 と した もので はな く、 「解決策 を発見 す るための フ レー ム ワー クを確定 す るこ と」
(GASB[1987],preface)を目的 と した もの で ある。かか る位置づ けは、FASBの基準設 定活動 におけ る
概念 フ レー ム ワー クのそれ とま った く同 じとい って 差 し支え ない。つ ま り、GASB[1987]は、FASB概
念 フ レー ム ワー クと 同様、 会計基 準設定 の ための基準(メ タ基準)と して位置 づ け られ てい るの で あ
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る。以上の背景事情 は、GASB[1987]とFASB概念書 という文献 レベルの制度的同等性を示す ものであ
る。
すなわち、GASB[1987]とFASB概念フ レームワー クは、プロナウンスメン トの設定においてきわめ
て重要な2つ の レベルにおいて、以上にみ るような制度的同等性を有 しているのである。 したが っ
て、両者の論点や論理構成に相違が観察され るとすれば、それは基本的には、政府会計 と企業会計
という両者の規制領域の相違に起因するものと考えてよいであろう。本稿で、FASB概念フ レームワ
ークとの比較という手法をつ うじてGASB[1987]の論点 と論理構成を整理 ・検討 しようとす る最大の
ね らいは、この点にある。かかる論証手法を用いることによ って、アメ リカ政府会計規制の基底 に
ある基本的な考え方に、効率 よく接近す ることが可能 となるであろう。
なお、GASB[1987]の主要課題は後述す るように、財務報告の目的を設定す ることにあるので、本
稿での検討の範 囲も財務報告の 目的に関する諸問題に限定され る(注2)。また、以下では、GASB[1987]
か らの引用につ いては、パ ラグラフ番号のか っこ書きによって、その出所を示す ことにする。
本稿での検討が、わが国における自治体会計のあり方をめ ぐる今後の議論の活性化に多少な りと
も貢献できれば幸いである。
皿GASB[1987]のア プ ローチ と行動 モデル
この節では、GASB[1987]の理論的特徴を明 らかにするために、そこで採用されている理論的アプ
ローチ と行動モデルを、 同概念書の叙述に したが って整理 ・検討 してい くことにしたい。
(1)意 思決定 有用 性アプ ロー チの影響
GASB[1987]はその 冒頭で 、 同概念 書 の課題 を明 らか に して い る。す なわ ち、GASB[1987]によれば、
同概念 書の課題 は、 「州 お よび地 方政府 機 関に よってな され る外 部財 務報告 の 目的を設 定」(par.1)
す る ことで ある。 そ して 、 この課 題 に対す る回答 と して、 同概 念書 は、 「政 府 の財務報 告 は、利用
者が 、(a)説明責任 を査定 し、(b)経済 的、社 会 的、政 治 的意 思決定 を行 うため の情報 を提供 す るべ
きであ る」(par.76)との結 論 を提示 して い る(注3)。
ここに看 取 され るの は、 「意 思決定 有用性 ア プ ローチ」(decision-usefulnessapproach)のきわ
めて濃厚 な影響 であ る。 意思 決定有 用性 アプ ローチ とは、会 計を1つ の情 報 システ ム とみ な した う
えで、 その基本 的機 能 を 「意 思決定 に有 用な情報 を利用 者に提供 す るこ と」 に求 め る会計 理論 を い
う。 当該 アプ ローチ はAAA[1966]によって定 式化 され たの ち、会 計規制 の ための基礎 理論 と してア メ
リカ会計 界 に広 く受容 され るに到 った もので あ る(注4)。げん にFASBも当該 アプ ローチ を、 その基準設
定活動 を方 向づ け る基礎 理論 と して採用 して い る(FASB[1978],pars.32etss.)。
さ らに注 目され るのは、GASB[1987]にお いては、利 用者 に対す る財 務報 告の伝 達を有 効 にす るた
めの 「情報の特 徴」(characteristicsofinformation)として、理解 可能 性、信 頼性 、 目的適合性、
適 時性 、首尾一 貫性 、比較 可能 性の6つ が提 示 され て いるこ とで あ る(pars.63-68)。財務報 告の 目
的を明 らか に したうえで 、 その 目的の達成 を導 く情 報の評価 規準 を提示す る とい う論 理構成 は、FA
SB[1980]におけ るそれ と 同一の もの であ り、 しか も、 そ こで掲げ られ た6つ の 「情報 の特徴 」 はす
べ て、FASB[1980]で提示 され た 「会計 情報 の質 的特 徴」 のなか に見 いだす こ とがで き る もので あ る
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(注5)。
以上総 じて、GASB[1987]が、意思決定有用性アプローチの きわめて強い影響の もとに設定 された
プロナウンスメン トであることは明 らか と言うべ きであろう。このことはまた同時に、アメ リカに
おいては意思決定有用性 アプローチが、企業会計のみな らず政府会計に対 しても適用可能な一般的





FASB概念 フレーム ワー ク(より具体的にはFASB[1978])において主たる情報利用者 として想定 され
ているのは、投資者 および与信者である。 したが って、当該 フレーム ワークで焦点が当て られてい
る意思決定は事実上 、投資および与信 にかかわる意思決定に限定 されている。つ まり、投資者およ
び与信者は企業によ って提供 された情報にもとついて 自己の利得を最大化するような合理的意思決
定を行 うので、企業 は、投資者および与信者の資源提供にかかわ る意思決定に有用な情報(すなわち
将来キャッシュフローの予測に役立つ情報)を提供するべ きであるというのが、 その基本的な論理展
開である。ここにみ るように、FASB概念フ レームワークで想定されている情報利用者の行動 モデル
は、基本的には新古典派経済学やフ ァイナンス理論に依拠 したものとなっている。 したが って、そ
のかぎ りにおいて、その行動モデルは、意思決定有用性アプ ローチ との論理的整合性を有 したもの
と評す ることができるであろう(注6)。
これに対 し、GASB[1987]において列挙されている主たる情報利用者は、(a)市民、(b)立法機関お
よび監督機関、(c)投資者および与信者の3グ ループであ り(par.30)、このうち、とりわけ、 「政府
が第一義的に説 明責任を負っている」(par.30)情報利用者と しての市民に、議論の焦点が当てられ
ている。そ して、市民をは じめとす る情報利用者は財務報告 にもとつ いて政府の説明責任を査定 し、








の利得最大化を動機 とした行動 と解す ることができ、そして またかかる解釈による場合には、それ
らはいずれ も意思決定有用性アプ ローチ と論理的に整合 した意思決定の事例 とみなす ことが可能 と
なる(注7)。したがって、これ らの行動 について も、ここではあえてこれ以上の追加 的な検討を行 う必
要はない。
問題 となるのは、第一義的な情報利用者 としての市民によ る資源提供である。市民による資源提
供 とはすなわち納税に他な らないが、納税 は、GASBみずからが認めているように本質的に 「非 自発
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的」な行動である(par.17a)。「非 自発的」な行動である以上、納税を本来的な意味での意思決定の
対象 とみなす ことはできないであろう(注8)。つまり、第一義的な情報利用者で ある市民は、経済的に
最 も重要な行動であるはずの資源提供 において意思決定の機会を有 しないという論理矛盾(意思決定
有用性アプローチとの論理的不整合)が、ここに観察され るのである。
上掲の引用にみるように、GASB[1987]が情報利用者の行動 として、意思決定のほか に、説明責任
の査定を掲げているのは、かかる事情と深 く関連 していると考え られる。
説明責任の査定それ 自体は意思決定ではない。その意味では、説明責任の査定 という行動を想定
することによっても、上掲の論理矛盾は依然として解消され ていない。 しか し、かか る行動を想定
することによっては じめて、市民を第一義的な情報利用者として位置づけることが可能 となるので
ある。説明責任の査定の結果は、民主主義の担い手と しての市民の政治的選好を規定 し、投票行動






ム ワークのたんなる引き写 しではな く、 「政府の活動環境」(後述参照)を反映す るかたちで再構成
された独 自の概念フ レームワー クとして提示 されているのである(注9)。その独 自性を支えているのが
説明責任の概念であることを、 さしあた りここでは強調 しておきたい。
IV財 務報告の最高 目的 としての説明責任
前節では、GASB[1987]で提示 された概念フ レームワークにおいて、説明責任が重要な意義を有す
ることが明らか になった。この節では、説明責任の意義をさ らに掘 り下げて明らかにするために、
当のGASB[1987]において説明責任の位置づけをめ ぐって具体的にどのような議論が展 開されている
のか、そしてまたそれが どのような概念 として提示 されているのかを追跡 してい くことに したい。
(1)説 明責任 の位 置づ け と概 念
GASB[1987]によれ ば、 「説 明責任 」(accountability)は、 「政 府 におけ るす べ ての財務 報告 の基
J(par.56)であ り、 「他の すべ ての 〔財 務報告 の 〕 目的が そこか ら生 じる最 高の 目的」(par.76)
であ る とされ る。す なわ ち、 この こ とか ら、GASB[1987]にお いては説 明責任 に最高 の規範 的価値 が
付与 され て いる ことが理 解 され るので あ る。
ちな み に、FASB概念 フ レーム ワー クにお いては情報 の有用性 に最高 の規範 的価値 が付 与 され て い
る(FASB[1980],par.32)。つ ま り、GASB[1987]にお いては説 明責 任 に、FASB概e.u.フレー ム ワー クにお
け る情報 の有用 性 に匹敵 す る位置づ けが 付与 されて い るのあ る。
以上 の ような 位置づ け を明 らか に しつ っ、GASB[1987]は、 説明責任 とはく 「自己の行 為 を説明す
る義務 、すなわ ち自己の行 った こ とを弁 明す る義務」(par.56)である と述べ て い る。 なか で も 「政
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府の説明責任」(governmentalaccountability)は、市民の 「知る権利」(righttoknow)に対置さ
れ る政府の義務 とされる(par.56)。ここで市民の 「知る権利」とは、 「市民とその選良による開か
れた論争 につなが るような言明された事実を包み隠さず受け取る権利」(par.56)をいう。そ して、
「民主主義社会においては、公的説明責任の履行 という義務 を政府が全 うするうえで、財務報告は
重要な役割を果たす」(par.56)ことにな るのである。
では、説明責任とは、より具体的にはどのような責任を含意 しているのであろうか。GASB[1987]
によれば、 「説明責任を有す るということは、政府が市民に対 して しか るべき回答をす ること、す
なわち公的資源の調達と使用目的について弁明す ることを求める」(par.56)ものである。つまり、




以上 にみ るよ うな説明責任概念の基底 にあるのは、 「期間衡平性」(interperiodequity)(注10)と
いう考え方である。
期間衡平性とは、 「現世代の市民が当該年度のサービスにかかわ る支払負担を、将来年度の納税
者に 〔安易 に〕転嫁するようなことが可能であってはな らない」(par.60)ということを指示 した財
政制度上の規範概念である。すなわち、それは、 「当該年度の歳入が当該年度に提供 されたサービ
ス 〔の コス ト〕を賄 うの に十分であるか どうか、また過年度 に提供 されたサー ビスの対価を将来の
納税者に負担させる必要があるか どうか」(par.61)を問うものである。
多 くの州法や地方条例 には、 「自らの財力の範囲内でやってい く」(par.59)ことを要請 した均衡




「均衡予算と起債制限 ・制約を要請 した州法および地方条例によって期間衡平性が増進 され ると
いう意味において、説明責任の概念 と期間衡平性の概念 は関連 し合 っている」(par.86)ということ
ができる。換言すれば、 「期間衡平性は説明責任の重要な一部であり、行政運営の基礎をな してい
る」(par.61)のである。
以上のような含意を有す る期間衡平性の要請 はさらに、財務報告書 としての予算の機能を意義づ
けるもの となる。すなわ ち、利用可能な歳入額 と必要とされ る歳出額を事前に調整 した財務報告書
である予算は一般に 「最 も意義のある公的財務書類」(par.19)とみなされ、(a)公共政策の表明、
(b)財務計画または財政意図の表明、(c)法的強制力を ともなった財務的統制手段の形成、(d)業績評
価の基礎の提供 とい う4つ主要機能を持つ とされ る(par.19a-d)(注11)。総 じて、予算は、起債制限
規程 とともに、期間衡平性の確保を誘導 ・支援す る法制度的 システムとして機能す ることになるの
である。
(3)小括
以上の整理 ・検討か ら理解され るのは、(a)GASB[1987]においては説明責任が財務報告の基礎をな
す最高の規範的価値 として位置づけ られているということ、(b)期間衡平性が説明責任の含意を指示
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す る鍵概念 として措定されているということである。こうした論理構成は、FASB概念 フレーム ワー
クにおけ るそれのように新古典派経済学やフ ァイナンス理論(すなわち意思決定者の 「利得最大化」
という経済的価値概念)に主導 されたものではな く、市民の 「知る権利」やその背後にある社会 シス
テムとしての 「民主主義」を基軸的要素 とす る政治的価値概念に主導されたものとなっている。 こ
のことは、前節でみた市民の行動モデルの特質 と表裏の関係 にあるといってよいであろう。
以上で明 らか にな ったGASB[1987]を特徴づけるキー ワー ドを、FASB概念 フレームワー クでのそれ
と対比 して整理すると、表1の ようにな る。


















以上 にみて きた よ うなGASB[1987]の論理 構成 を根底 におい て規 定 して いるの は、 「政 府の活 動環
境」(governmentalenvironment、以下 たん に 「活動環境 」 とい う場 合 もあ る)であ る。 活動環 境は、
財務報告 の 目的を達 成す る うえ で不 可欠 の課題 とな る業績評 価の あ り方 を規 定す る要 因 と もな る。
そこで、 この節 で は、活動 環境 の うち と くに業 績評価 問題 に強 い規定 性 を有 す る 「交換 関係 」(exc
hangerelationship)に関す る議 論 を中心 に、GASB[1987]の叙 述 を概 観 して い くことに したい。
(1)2っ のタ イプ の政府 活動
GASB[1987]は、政 府活動 を 「行政 タイプの 活動」(governmental-typeactivity)と「ビジネ スタ
イ プの活動」(business-typeactivity)とい う2つ の カテゴ リー に分け た うえで、 当該活 動の特質
を論 じて い る(pars.12-55)(注12)。
行政 タイプの 活動 とは、 その財源が もっぱ ら税 収 に依 拠 した活 動で あ り、市 民の 生命 お よび財産
の保護(警察お よび消 防)、公共 事業(道路 、高速道 路、橋 梁、公 的施設 な どの維 持 ・建設)、公 園や
リク リエ ー シ ョン関連施 設の 維持 ・建設 、文化 ・社会サ ー ビスの 提供 、一般行 政事 務 な どが 、当該
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活動 に含 まれ る とされ る(Wilsonetal.[1999],P.833)。他 方、 ビジネ スタ イプ の活動 とは、 その財
源の全部 または一部 が料 金収 入 に依 拠 した活動 であ り、 公益 事業(電気 、水道、 ガ ス、 下水道 な ど)、
交通、有 料道路 、病 院、駐車 場な どの事業 が、 当該活動 に含 まれ るとされ る(Wilsoneta1.[1999],
p.824)a
これ ら2つ の タイ プの活動 の相 違を説 明す るため にGASB[1987]が用 いて いるのが 、 「交換 関係」
とい う概念 であ る。 同概念 書 によれば、X換 関係 とは、 「料金 とサ ー ビス それ 自体 の 間の 直接 的な
関係」(par.44)をい う。
行政 タ イプの 活動 にお いて は、交換 関係 は基 本 的に存 在 しない。す なわ ち、サ ー ビスの需要者 で
ある市 民 は行政 タイ プの 活動 に対 して料 金 ではな く税 金を支 払 って い るの であ るが 、既述 の よ うに
納税 は 「非 自発 的」 な行動 で あ る(par.17a)。したが って、個 々の市 民が需 要す るサー ビスの コス ト
と当該 各市 民が 支払 う税金 の金額 は通 常、比例 しな い(par.17b)。換 言すれ ば、市 民 は、 「個別 のサ
ー ビス」 に対 して税 金を 支払 って いるので はな く、 諸種のサ ー ビスが 提供 され る 「期 間」 に対 して
税 金を支 払 って いるので あ る。 この意 味で 、税金 とサー ビスの間 には 「期 間関係 」(timingrelati
onship)が存 在す るの みで あ る(par.正7c)。しか も、政府 は、 これ らのサ ー ビスの提供 にお いて独 占
性 を有す る場合が あ る(par.17d)。その よ うな場合 、政府 に よって提供 され るサ ー ビスの最適 な量や
質 を測定 す るこ とは 、極 端 に困難 とな るであ ろ う(par.17e)。
これ に対 して 、 ビ ジネ スタイプの 活動 にお いてはつね に、何 らか の程度 にお いて交 換 関係 が存在
す る。 したが って、市民 には原則 と して 、需要す る個別 のサー ビス につ いて、 その コス トに見合 っ
た料金が 請求 され る(par.44)。いいかえ ると、 ビジネ スタイプの 活動 には原則 と して 「独立 採算 的」
(self-sufficient)な運営が 要請 されて い るの であ り(par.43)、か か る理 由か ら、 その活動 業績 を示
す もの と して、 サLビ スの 提供 に要 した費用、 サー ビスの提供か ら生 じた収益 、 そ して 収益 と費 用
の差額 を測定す るこ とが 、 重要 な意 味 を持 つ こ とにな るので ある(par.45)。総 じて、 ビジネ スタイ
プの 活動 は、民 間部 門 におけ る企 業活動 と多 くの類似 点を持 って いる といえ る(par.43)。
(2)財務報告の 目的と業績評価問題
GASB[1987]は、以上のような議論を展 開しつつ も、 「本審議会 は、行政タイフ。の活動 とビジネス
タイプの活動の問に財務報告の 目的に関する大 きな相違は存在 しないとの結論に達 した」(par.75)
と述べている。そして、 同概念書は、かかる結論にもとづき、 「政府の財務報告は、利用者が、(a)
説明責任を査定 し、(b)経済的、社会的、政治的意思決定を行 うための情報を提供す るべ きである」
という前掲の 「財務報告の目的」を、すべての政府活動に対 して適用され るべきもの として位置づ
けている(pars.75-76)。
なぜ、そうした結論に達 したかといえば、第1に 、ビジネスタイプの活動とみなされ る政府活動で
あって も一般政府会計か ら補助金の交付を受けている場合が あり(pars.45-46and53)、実際には行
政タイプとビジネスタイプのいずれか一方に明確に分類できない活動が多いか らである(par.75)。
そ して第2に 、仮に ビジネスタイプの活動 として分類 された場合であって も、その活動実体が政府
機関の一部を構成す るものである以上、当該実体が公的説明責任を負 うことに変わ りはないか らで
ある(par.75)。
情報利用者の側か らすれば、行政タイプの活動 とビジネスタイプの活動 とでは、活動実体に対す
る情報ニーズの 「重点」が異なるにすぎない(par.53)。「あ る特定の活動が、行政タイプの活動と
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ビジネスタイプの活動を両極 とす るスペ ク トラムの どこに位 置す るかに応 じて、財務報告書の利用
者は異なった種類の情報を 〔当該実体に〕要求する」(par.75)ことになるのである(注13)。
すなわち、GASB[1987]の以上のような議論に従えば、行政タイプの活動 とビジネスタイプの活動
を区分する規準 とされる交換関係はその じつ、きわめて相対的な ものにすぎず、 したが って、ビジ
ネスタイプの活動を も含めたすべての政府活動は、行政タイプの活動 に典型的に観察 されるような
交換関係の欠如 と業績評価の困難性を、程度の差こそあれ共有 しているということになる。政府活
動のかかる特質を業績評価問題 との関連において さらに敷術すれば、 「政府活動 においては、 〔営
利企業において利用されている〕純利益や1株 当た り利益のような単一の包括的業績尺度が存在 し
ない」(par.18)ために、 「政府財務報告書の利用者は、さまざまな尺度 による業績評価をつうじて、
〔政府の〕説明責任 を査定 しな くてはならない」(par.18)ということになるであろう。そ して、政
府の活動環境にみるこうした特殊的事情 こそが、 「政府財務報告 における公的説明責任の必要性を
強調す る」(par.18)要因 となるのである。
以上のような観点から、GASB[1987]は既述のように、情報利用者に提供 されるべ き財務書類 とし
て一般 目的の外部財務報告書以外 に、予算を重視 している。予算 は、政府活動において期間衡平性
の要請が遵守 されているか どうかを査定するための基礎を提供するとともに、 「法的手続にもとつ




7]は、非財務情報(たとえば補修工事のなされた道路のマイル数など)の重要性を繰 り返 し強調 して
いる(pars.6and70-71)(注14)。さらに、GASB[1987]は、 「包括的年次財務報告書の統計セクショ
ンに収録された情報が、説明責任の履行 という義務を政府が全 うするうえで役立つ と本審議会が判
断 した場合には、本審議会はそうした情報のための基準を設定す ることがあるか もしれない」(par.
8)とも述べている。 これは、GASBの基準設定活動が統計情報の作成基準にまで及ぶ可能性を示唆 し
たものであり、近年の傾向的会計現象 として指摘されている 「会計の統計化」(安藤[1993])をきわ
めて直裁的に指向した事例と して、 とりわけ注 目に値す る(注15)。
(3)小括
以上の検討か ら、次の諸点が理解 され る。すなわち、(a)GASB[1987]においては、政府活動を交換
関係の有無にもとついて行政 タイプの活動 とビジネスタイプの活動に2区 分 した うえで当該各活動
の特質が分析的に論 じられていること、(b)しか し、交換関係は実際にはきわめて相対的な区分規準
にすぎず、 しか も公的説 明責任は活動のタイプいかんにかかわらずすべ ての政府活動実体が負わな
くてはな らない ものであ ることか ら、主として行政タイプの活動を想定 して提示 されたと考え られ
る財務報告の目的が、すべての政府活動に適用され るべき目的として一般化されていること、(c)し







主導 されていることをみてきたが、そうした論理構成の背景には、政府の活動環境 に関す る同概念
書の以上のような認識が横たわっていると考え られ る。そしてまた、 このことか ら逆に、FASBがそ
・の概念 フレーム ワー クを もっぱ ら経済的価値概念に依拠 して形成す ることができたのは、当該フ レ
ームワークの対象 とする営利企業の活動の特質が、基本的には交換関係によって規定 されているが
ゆえであるとい うこ とが理解 されるのである。
VIむ す び
以上によって、FASB概念フレームワー クとの比較をつ うじてGASB[1987]の主たる論点 と論理構成
を整理 ・検討 し、もってアメ リカ政府会計規制の基底にある基本的な考え方を明 らか にす るという
本稿の 目的はおおむね達成 されたもの と思われ る。
GASBは、FASBと同様、意思決定有用性アプ ローチを基礎的会計理論 とすることによって会計規制
のための概念フ レームワークを形成 しているのであるが、それはFASB概念 フレームワー クのたんな
る引き写 しではな く、政府の活動環境 とりわけ政府活動 における交換関係の(相対的)欠如を反映す
るかたちで再構成されたGASB独自の概念フ レーム ワークとして提示されている。すなわち、GASB[1
987]の論理構成を主導 している規範は、FASB概念 フレームワークにみ るような経済的価値概念では
な く、市民の知 る権利や民主主義を基軸的要素 とする政治的価値概念であり、政府財務報告の 目的
をめ ぐる議論においては政府の説明責任 に最高の規範的価値が付与されている。そ して、説明責任
の内容を指示す る鍵概念 としては、期間衡平性が提示 されている。本稿での検討結果ををごく手短
に要約すれば、以上のようになるであろう。
すなわち、これを要す るに、GASB[1987]で提示されたアメ リカ政府会計規制の基底にある基本的
な考え方は、市民の 「知 る権利」一政府の 「説明責任」一財政運営における 「期間衡平性」の確保と
いう鍵概念の連鎖の うちに存す ることが理解 され るのである。
本稿での検討を振 り返 って改めて痛感されるのは、GASB[1987]においては、政府会計の理念が、
民主主義や政府のあるべ き姿 との照応関係のもとに重厚な論調で語 られているということである。
これは、 自治体会計 をめ ぐるわが国での議論に決定的に欠けている点である。 もしわれわれがアメ
リカの政府会計論に学ぶとすれば、諸概念の含意や構造だけでな く、このような理念的な深部の議
論を も含めて学ぶことが肝要であろう。 このことを最後 に指摘 し、本稿のむすび としたい。
9
注(注1)FASB概念 フレームワークの主要な論点 と論理構成については、藤井[1997]で筆者な りの考察を
行っている。FASB概念フレームワークに関す る本稿での議論は、藤井[1997]での考察を下敷きにし
ている。
(注2)とりわけ、業績評価問題に関する立 ち入 った議論は、後続の概念書GASB[1994]に委ね られてい
る。後述するように、GASB[1987]では、業績評価問題は、財務報告の目的に関連するか ぎりで議論
されているにす ぎな い。
(注3)GASB[1987]は上掲の結論をCrl7して、財務報告の目的を次のような3つ の規範命題 に展 開して
いる。すなわち、第1に 、財務報告は、公的説明責任の履行 とい う義務を政府が全うす るのを支援
し、またその説 明責任の履行状況を情報利用者が査定するのを可能にするものでな くてはな らない
(par.77)。第2に 、財務報告は、政府機 関の当該年度の活動成果を情報利用者が評価す るのを支援
するものでなくてはな らない(par.78)。第3に 、財務報告は、政府機関が提供 しうるサー ビスの水






(注5)GASB[1987]で提示された 「情報の特徴」 と、FASB[1980]で提示 された 「会計情報の質的特徴」
の異 同関係 とその含意につ いては、さ しあたり瓦田[1996],37-39頁を参照 されたい。
(注6)ただし、意思決定有用性アプ ローチにおいては、情報提供者 について、これを情報利用者に対
して自己犠牲的に情報を提供す るだけの奉仕者とみる 「奉仕 モデル」が想定されている。 この点で、
意思決定有用性 アプ ローチは、新古典派経済学との論理的整合性を欠いているとされ る。この問題
に関する詳細については、岡部[1993],6-8頁を参照 されたい。
(注7)規制の経済理論においては、投票は、有権者の私的利得を最大化す るための重要な手段 とみな
されている。特定の利益集 団による投票を 「対価」 としたロビイ ングは、その分か りやすい事例で
ある。この問題 に関する詳細については、 さしあた り大石[2000],15-19頁を参照 されたい。
(注8)納税においても意思決定の余地が、市民の側にまった くないわけではない。た とえば、転居や
課税所得計算における裁量行為 によって、市民は課税(の一部)を回避す ることができる。 しか し、








GASB[1987]においてその理 由は明 らか にされていないが、あえて推論すれば、予算の内容や体系は
io
州 法 その 他で法定 され て いるた めにGASBの規制対象 とはな りえな い との 判断が 、かか る措 置の背景
にあ るのではな いか と考 え られ る。
(注12)行政 タイ プの 活動 と ビジネスタ イプの活動 につ いては、GASB[1987]に明示 的な定義 や説 明が
な いので、 ここでの叙述 は、ア メ リカで最 も普及 した政 府会 計論 のテ キス トの1つ で あるWilsone
ta1.[1999]によ ってい る。
(注13)GASB[1987]は、 この 点 につ いて、 「た とえば、 ビジネ スタイプ の活動 につ いて は、 予算決算
の比較 や資金収 支 に関す る情 報 は よ り重 要性が低 いか も しれ ないが、 サー ビスの コス トに関す る情
報 はよ り重要性 が高 いで あろ う」(par.75)と述べ て い る。
(注14)非財務情 報の 重要 性 の強調 は、政 府活動 の業績 を、 「経済 性」(economy)、「効率性 」(effi
ciency)、「有効 性」(effectiveness)の3規準 に も とつ いて評価 す る政府会計 監査 を意識 した もの
で ある。 この政 府会 計監査 は、 イギ リスの 「VFM監査」(ValueforMoneyAuditing)に由来す る。イ
ギ リスのVFM監査 につ いては、 さ しあた り、藤井[1985]を参照 され たい。
(注15)「会計の 統計 化」 は 「会計 の情報 化」 と表裏 の関係 にあ る(安藤[1989],166-168頁)。この意
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